
 

令和６年度 第３回 熊本市多核連携都市推進協議会 
 

 

 日時：令和６年１１月２６日（火）１３：３０～ 

 場所：熊本市国際交流会館３階 国際会議室 

 

次  第 

 

１．開会・挨拶  

 

２．協議内容 

（１）次期都市マスタープランの構成の検討 

 

（２）課題の設定 

 

（３）将来像の検討 

 

（４）分野別の方針の検討 

 

（５）今後の進め方 

 

３．閉会 
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（敬称略・順不同）

種別 分野 委員 よみがな 役職等 出欠

会
長

都市計画 両角　光男 もろずみ　みつお 熊本大学　名誉教授 出席

経済 宇野　史郎 うの　しろう 熊本学園大学　名誉教授 出席

農業・地域 柴田　祐 しばた　ゆう 熊本県立大学　環境共生学部　教授 欠席

地域防災 竹内　裕希子 たけうち　ゆきこ 熊本大学　大学院先端科学研究部　教授 欠席

交通計画 吉城　秀治 よしき　しゅうじ
熊本大学　くまもと水循環・減災研究教育
センター　准教授 欠席

福祉 仁科　伸子 にしな　のぶこ 熊本学園大学　社会福祉学部　教授 欠席

住宅・建築 本間　里見 ほんま　りけん 熊本大学　大学院先端科学研究部　教授 出席

環境 小島　知子 こじま　ともこ 熊本大学　大学院先端科学研究部　准教授 出席

医療 池上　あずさ いけがみ　あずさ 一般社団法人　熊本市医師会　理事 出席

高齢者福祉 吉井　壮馬 よしい　そうま 熊本市老人福祉施設協議会　会長 出席

児童福祉 森　眞樹子 もり　まきこ 熊本市私立幼稚園・認定こども園協会 出席

教育 濱石　浩二 はまいし　こうじ 熊本市ＰＴＡ協議会　会長 欠席

経済 丸本　文紀 まるもと　ふみのり 熊本商工会議所　常議員 欠席

住宅 川口　雄一郎 かわぐち　ゆういちろう
公益財団法人　日本賃貸住宅管理協会
熊本県支部　顧問 欠席

公募 伊東　洋 いとう　ひろし 出席

公募 貴田　雄介 きだ　ゆうすけ 出席
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（
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）

熊本県 富永　隼行 とみなが　よしゆき
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（代理：熊本県　企画振興部　沖政策審議監）
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日時：令和６年１１月２６日(火) １３時３０分～

場所：熊本市国際交流会館３階 国際会議室

令和６年度 第３回熊本市多核連携都市推進協議会 席次表
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熊本市多核連携都市推進協議会運営要綱 

 

                           制定 平成２７年 ３月３０日市長決裁 

                           改正 平成２７年 ６月３０日市長決裁 

                              平成２８年 ３月２９日都市政策課長決裁 

                              平成２９年 ３月３１日都市政策課長決裁 

                              平成３１年 ３月２７日都市政策課長決裁 

                              令和 ２年 ７月 ２日市長決裁 

令和 ３年 １月２６日市長決裁      

令和 ３年 ４月２２日都市政策課長決裁 

令和 ４年 ５月２５日都市政策課長決裁 

令和 ６年 ５月１３日市長決裁 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、熊本市附属機関設置条例（平成１９年条例第２号）第３条の規定に基づき、熊本市多核連

携都市推進協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を協議するもの。 

(1) 人口減少・超高齢化社会に対応した都市空間の形成に関する事項 

(2) 拠点となる地域への都市機能集積に関する事項 

(3) 公共交通の利便性の高い地域への居住促進に関する事項 

(4) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条の２に規定する都市マスタープランに関する事項 

(5) 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）に規定する立地適正化計画等及びその実施に関する事項 

(6) その他協議会において必要と認める事項 

２ 協議会は、都市再生特別措置法第１１７条の規定に基づく市町村都市再生協議会を兼ねるものとする。 

 （組織） 

第３条 協議会は、委員若干名で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうち、市長が委嘱する。 

 (1) 学識経験者 

 (2) 多核連携都市の実現に際し密接な関係を有する者で、市長が必要と認めるもの 

 (3) 本市に居住又は通勤通学する者で、公募のうえ選任されたもの 

 (4) 関係行政機関の職員 

 （任期） 

第４条 委員の任期は３年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

 （会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長を置き、第３条第２項第１号に規定する学識経験者の委員のうち、委員の互選によりこれ

を定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 協議会に副会長を置き、委員のうち、会長が指名する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 協議会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 会長は、協議のために必要があると認めるときは、協議会の委員以外の者に対し、協議会の会議への出席を

求め、意見を聴くことができる。 

 （書面協議） 

第７条 会長は、緊急の必要性があり協議会の会議を招集する暇がない場合その他やむを得ない理由がある場合

は、議事の概要を記載した書面を各委員に回付し、賛否を問い、協議会の会議に代えることができる。 
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２ 前条第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

（会議の公開） 

第８条 会議は、公開とする。ただし、熊本市情報公開条例（平成１０年条例第３３号）第７条に掲げる情報に

該当する情報について協議等を行うとき、又は委員の発議により出席委員の３分の２以上の多数で公開が不適

当と議決されたときは、これを公開しないことができる。 

２ 会議の傍聴の手続、傍聴人の遵守事項その他の傍聴について必要な事項は、別に定める。 

 （庁内会議） 

第９条 協議会を円滑に運営するために庁内会議を置くことができる。 

２ 庁内会議は、第２条第１項各号に掲げる事項その他協議会の円滑な運営のため必要な事項について検討する。 

３ 庁内会議の委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

４ 庁内会議の議長は、都市建設局長をもって充てる。 

５ 庁内会議は、必要に応じて庁内会議の議長が招集する。 

６ 庁内会議の議長は、協議のために必要があると認めるときは、庁内会議の委員以外の者に対し、庁内会議へ

の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（専門部会） 

第１０条 会長は、必要と認めるとき、専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会は、第２条第１項各号に掲げる事項について詳細な検討を行い、協議会へ報告する。 

３ 専門部会の委員は、協議会の委員のうち、第３条第２項第１号に規定する学識経験者をもって充てる。 

４ 専門部会の部会長は、専門部会の委員の互選によりこれを定める。 

５ 専門部会は、必要に応じて専門部会の部会長が招集する。 

６ 専門部会の部会長は、協議のために必要があると認めるときは、専門部会の委員以外の者に対し、専門部会

への出席を求め、意見を聞くことができる。 

 （庶務） 

第１１条 協議会に関する庶務は、都市政策課において行う。 

 （その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、協議会の組織及び運営等について必要な事項は、会長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年６月３０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年７月２日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年１月２６日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月２２日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年５月２５日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年５月１３日から施行する。 

 

 

 



別表（第９条関係） 

 庁内会議を構成する委員 

１ 都市建設局長 

２ 政策局総合政策部長 

３ 政策局危機管理防災部長 

４ 総務局行政管理部長 

５ 財政局財務部長 

６ 文化市民局市民生活部長 

７ 健康福祉局健康福祉部長 

８ こども局こども育成部長 

９ 環境局環境推進部長 

１０ 経済観光局産業部長 

１１ 農水局農政部長 

１２ 都市建設局都市政策部長 

１３ 都市建設局交通政策部長 

１４ 都市建設局住宅部長 

１５ 都市建設局公共建築部長 

１６ 都市建設局土木部長 

１７ 都市建設局森の都推進部長 

１８ 中央区役所区民部長 

１９ 東区役所区民部長 

２０ 西区役所区民部長 

２１ 南区役所区民部長 

２２ 北区役所区民部長 

２３ 消防局総務部長 

２４ 交通局次長 

２５ 上下水道局総務部長 

２６ 教育委員会事務局教育総務部長 

２７ 農業委員会事務局長 
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主な検討内容（予定）







赤字:都市マスタープラン (都市計画法第18条の2)
青字:立地適正化計画 (都市再生特別措置法第81条)

緑字:全体にかかる部分

※計画の統合に際しては、各章に法律やその計画の該当箇所
を明記

統合

１章 都市マスタープラン(仮称)について
２章 都市の現況と課題
３章 基本理念と目標
４章 都市構造の将来像
５章 分野別の基本的な方針
６章 地域別の方針
７章 1節_コンパクトシティの進展状況

2節_都市機能誘導区域及び誘導施設
3節_居住誘導区域
4節_防災指針
5節_具体的な施策

8章 目標値及び評価指標等
9章 今後の進め方
別冊 資料編

統合イメージ統合イメージ

１章 立地適正化計画の概要
２章 熊本市を取り巻く現状把握等
３章 熊本市における立地適正化計画
４章 都市機能誘導区域
５章 誘導施設
６章 居住誘導区域
７章 都市機能及び人口密度を維持・

確保するための具体的な施策
８章 防災指針
９章 目標値の設定
10章 施策達成状況に関する評価方法
別冊 資料編

立地適正化計画

はじめに
１章 地域別構想の役割・構成
２章 多核連携都市づくりに向けた基本方針
３章 各区における都市づくり
４章 多核連携都市の実現に向けて
５章 今後の進め方
巻末 資料編

都市マスタープラン(地域別構想)

序章 策定にあたって
１章 都市の現況と課題
２章 都市づくりの基本理念と目標
３章 都市構造の将来像
４章 分野別の基本的な方針
５章 今後の進め方
巻末 資料編

都市マスタープラン(全体構想)































中心市街地 370.7 ha
田畑系土地利用 0.0%
自然系土地利用 2.9%
商業系土地利用 14.8%
工業系土地利用 0.1%
住宅系土地利用 18.0%
空地系土地利用 7.5%
その他土地利用 56.5%
合計 100%

中心市街地面積割合 建物棟数 割合
昭和46年以前 362 10.7%
昭和47年～昭和56年 644 19.0%
昭和57年～平成元年 646 19.1%
平成2年～平成11年 549 16.2%
平成12年～平成21年 486 14.4%
平成22年～ 698 20.6%
不明 1,335

合計 4,720
100.0%



居住誘導区域
面積（ha） 39,032 10,795 5,912

割合 100% 28% 15%

空家等の件数（件） 3,698 3,162 1,924

割合 100% 86% 52%

市域
市街化区域















土砂災害・水害等による被害

雨が降るたびに
心配だわ…

自然環境や景観の悪化
草がボーボーで
景観がよくないな…

空き家・空き地の増加

空き家が増えて
心配だわ

魅力やにぎわいの低下

閉店している
お店ばかりね…

人通りも少なくて
寂しいね…

近所のお店や公共交通の減少
公共交通の本数が
減ってきて

病院に行きにくい
近所のお店が
なくなって

買い物が不便だわ

土地のポテンシャルが活かせない、無秩序な開発





































災害に強いまちで安心だね！

安心して
過ごせるわ！

自然環境の保全

環境がよくて子育てしやすいね！

ご近所さんが増えて
嬉しい！

空き家が減って
キレイなお家が建ったね！

まちがにぎやかで楽しいね！

今日は何を
買おうかしら♪

今日も
にぎやかだね♪

移動しやすくて便利！
生活に必要な施設が

近くにあって住みやすいわ！
公共交通の本数が増えて
外出が便利になった！

メリハリのある土地利用



望ましくない未来



目指す未来





主な検討内容（予定）
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次期都市マスタープラン基本理念（案） 説明文 

本市は、古くから九州各地を結ぶ交通の要衝として栄え、九州の中核を1 

成す拠点都市として発展してきました。また、人口増加や高度経済成長を2 

背景に、暮らしやすいまちを形成しつつ、地域経済をけん引してきました。3 

産業や経済、文化の振興を図り、市民生活の質と利便性を向上させるとと4 

もに、国内外の幅広い地域とつながる交流拠点都市となることを目指し5 

ています。 6 

 7 

一方で、人口減少や超高齢社会の急激な進行、気候変動による水害や巨8 

大地震発生のおそれなど、懸念となる状況も出てきています。さらに、半9 

導体関連企業の進出やインバウンド需要の増加、デジタル利用をはじめ10 

とするライフスタイルの変化など、本市を取り巻く情勢は大きく変わり11 

つつあり、これらに対応した都市づくりが求められています。 12 

 13 

そこで、本市では、これまでの人口増を前提とした都市づくりから、「成14 

熟した持続可能な都市づくり」への転換を図ります。地域がこれまで蓄積15 

し保有してきた資源や、投資により構築された既存ストックを最大限に16 

活用しつつ、都市空間を再構築し、市民生活の質と都市の価値を向上させ17 

ていきます。防災力が高く、環境負荷は低く、国内外との交流と情報化が18 

進んだ都市空間です。 19 

そのために、居住や都市機能を集積し、公共交通を主軸とした暮らしや20 

すく効率的な都市構造を構築します。そのうえで、中心市街地や地域拠点21 

を中心に、賑わい創出と良好な景観形成等を図り、魅力と活力のある都市22 

空間をつくります。対外的には、広域交通ネットワークを強化し、ビジネ23 

ス・観光など、国内外からの多様な交流を促進するとともに、産業の振興24 

を図ります。また、本市が誇る豊かな自然や、歴史と伝統に育まれてきた25 

地域の文化や産業、優れた景観等を守り育て、次世代に継承していきます。26 

頻発・激甚化すると予想される自然災害に対しては、防災体制や都市基盤27 

を強化し、インフラ施設を適正に管理して、都市が持つ防災機能を高めて28 

いきます。 29 

 30 

まちづくりの原点は「地域」、そして、そこに暮らす「市民」です。本31 

市は、地域の特性を活かしつつ、市民との協働により、まとまりのあるコ32 

ンパクトな都市的空間と、豊かな自然や歴史・文化の調和を図り、誰もが33 

暮らしやすい、持続可能な「多核連携都市」を実現します。 34 

資料⑥ 
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